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(57)【要約】
【課題】地上セルラー移動通信システム及び衛星移動通
信システムに共用することができるとともに、無線リソ
ースの簡易な切り替え制御により、両システム間の干渉
を回避しつつ地上セルラー移動通信システムの下り回線
における周波数利用率を改善することができる通信端末
装置、地上セルラー基地局及び移動通信システムを提供
する。
【解決手段】通信端末装置が地上セルラー移動通信シス
テムのエリアに在圏するとき、下り回線では地上セルラ
ー移動通信システムに割り当てられている時間スロット
の全部と衛星移動通信システムに割り当てられている時
間スロットの少なくとも一部とを用い、上り回線では地
上セルラー移動通信システムに割り当てられている時間
スロットの全部を用い衛星移動通信システムに割り当て
られている時間スロットを用いない。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　地上セルラー移動通信システムと衛星移動通信システムとに共用される通信端末装置で
あって、
　同一周波数帯が使用される地上セルラー移動通信システム及び衛星移動通信システムに
対して時間軸上で互いに重複しないように割り当てられた時間スロットの割り当て情報を
記憶する記憶手段と、
　当該通信端末装置の在圏するエリアに応じて地上セルラー移動通信方式及び衛星移動通
信方式のいずれかを選択して無線通信を行う送受信手段と、
　当該通信端末装置が前記地上セルラー移動通信システムのエリアに在圏するとき、前記
無線リソースの時間スロットの割り当て情報に基づいて、当該通信端末装置への下り回線
では前記地上セルラー移動通信システムに割り当てられている時間スロットの全部と前記
衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロットの少なくとも一部とを用い、当
該通信端末装置からの上り回線では前記地上セルラー移動通信システムに割り当てられて
いる時間スロットの全部を用い前記衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロ
ットを用いないように制御する制御手段と、を備えることを特徴とする通信端末装置。
【請求項２】
　請求項１の通信端末装置において、
　前記制御手段は、当該通信端末装置が前記地上セルラー移動通信システムのエリアに在
圏するときの当該通信端末装置への下り回線では、前記地上セルラー移動通信システムに
割り当てられている時間スロットの全部と前記衛星移動通信システムに割り当てられてい
る時間スロットの全部とを用いるように制御することを特徴とする通信端末装置。
【請求項３】
　請求項１の通信端末装置において、
　前記制御手段は、前記地上セルラー移動通信システムのエリアにおける下り回線のトラ
フィック量に応じて、前記地上セルラー移動通信システムのエリアにおける当該通信端末
装置への下り回線で用いる前記衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロット
の数を変化させるように制御することを特徴とする通信端末装置。
【請求項４】
　地上セルラー移動通信システムと衛星移動通信システムとを含む移動通信システムにお
ける通信端末装置と無線通信可能な地上セルラー基地局であって、
　同一周波数帯が使用される地上セルラー移動通信システム及び衛星移動通信システムに
対して時間軸上で互いに重複しないように割り当てられた時間スロットの割り当て情報を
記憶する記憶手段と、
　自局のエリアに在圏する通信端末装置と地上セルラー移動通信方式で無線通信を行う送
受信手段と、
　前記無線リソースの時間スロットの割り当て情報に基づいて、自局のエリアに在圏する
通信端末装置への下り回線では前記地上セルラー移動通信システムに割り当てられている
時間スロットの全部と前記衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロットの少
なくとも一部とを用い、自局のエリアに在圏する通信端末装置からの上り回線では前記地
上セルラー移動通信システムに割り当てられている時間スロットの全部を用い前記衛星移
動通信システムに割り当てられている時間スロットを用いないように制御する制御手段と
、を備えることを特徴とする地上セルラー基地局。
【請求項５】
　請求項４の地上セルラー基地局において、
　前記制御手段は、自局のエリアに在圏する通信端末装置への下り回線では、前記地上セ
ルラー移動通信システムに割り当てられている時間スロットの全部と前記衛星移動通信シ
ステムに割り当てられている時間スロットの全部とを用いるように制御することを特徴と
する地上セルラー基地局。
【請求項６】
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　請求項４の地上セルラー基地局において、
　前記制御手段は、自局のエリアにおける通信端末装置への下り回線のトラフィック量に
応じて、そのエリアにおける通信端末装置への下り回線で用いる前記衛星移動通信システ
ムに割り当てられている時間スロットの数を変化させるように制御することを特徴とする
地上セルラー基地局。
【請求項７】
　地上セルラー移動通信システムと衛星移動通信システムとを含む移動通信システムであ
って、
　通信端末装置と無線通信可能な地上セルラー基地局と、
　人工衛星の通信中継装置を介して通信端末装置と無線通信可能な衛星基地局と、
　前記地上セルラー基地局及び前記衛星基地局を制御する基地局制御装置とを備え、
　前記地上セルラー基地局は、請求項４乃至６のいずれかの地上セルラー基地局であるこ
とを特徴とする移動通信システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、移動通信システム並びにその移動通信システムにおける通信端末装置及び基
地局に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、地上に配置されたセルラー基地局を介した地上セルラー移動通信システム（以下
、適宜「地上システム」と略す。）と、人工衛星を介した衛星移動通信システム（以下、
適宜「衛星システム」と略す。）とを同一エリアで利用可能な通信端末装置が知られてい
る（例えば非特許文献１及び特許文献１参照）。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　上記地上システム及び衛星システムに共用することができる通信端末装置では、無線リ
ソースの簡易な切り替え制御によって両システム間の干渉を回避しつつ地上システムの下
り回線における周波数利用率を改善することが課題となっている。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明の一態様に係る通信端末装置は、地上セルラー移動通信システムと衛星移動通信
システムとに共用される通信端末装置であって、同一周波数帯が使用される地上セルラー
移動通信システム及び衛星移動通信システムに対して時間軸上で互いに重複しないように
割り当てられた時間スロットの割り当て情報を記憶する記憶手段と、当該通信端末装置の
在圏するエリアに応じて地上セルラー移動通信方式及び衛星移動通信方式のいずれかを選
択して無線通信を行う送受信手段と、当該通信端末装置が前記地上セルラー移動通信シス
テムのエリアに在圏するとき、前記無線リソースの時間スロットの割り当て情報に基づい
て、当該通信端末装置への下り回線では前記地上セルラー移動通信システムに割り当てら
れている時間スロットの全部と前記衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロ
ットの少なくとも一部とを用い、当該通信端末装置からの上り回線では前記地上セルラー
移動通信システムに割り当てられている時間スロットの全部を用い前記衛星移動通信シス
テムに割り当てられている時間スロットを用いないように制御する制御手段と、を備える
。
　本発明の他の態様に係る地上セルラー基地局は、地上セルラー移動通信システムと衛星
移動通信システムとを含む移動通信システムにおける通信端末装置と無線通信可能な地上
セルラー基地局であって、同一周波数帯が使用される地上セルラー移動通信システム及び
衛星移動通信システムに対して時間軸上で互いに重複しないように割り当てられた時間ス
ロットの割り当て情報を記憶する記憶手段と、自局のエリアに在圏する通信端末装置と地
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上セルラー移動通信方式で無線通信を行う送受信手段と、前記無線リソースの時間スロッ
トの割り当て情報に基づいて、自局のエリアに在圏する通信端末装置への下り回線では前
記地上セルラー移動通信システムに割り当てられている時間スロットの全部と前記衛星移
動通信システムに割り当てられている時間スロットの少なくとも一部とを用い、自局のエ
リアに在圏する通信端末装置からの上り回線では前記地上セルラー移動通信システムに割
り当てられている時間スロットの全部を用い前記衛星移動通信システムに割り当てられて
いる時間スロットを用いないように制御する制御手段と、を備える。
　これらの通信端末装置及び地上セルラー基地局によれば、地上セルラー移動通信システ
ムのエリアにおける下り回線では、地上セルラー移動通信システムに割り当てられている
時間スロットの全部だけでなく、衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロッ
トの少なくとも一部とを用いている。これにより、地上セルラー移動通信システムにおけ
る下り回線の周波数利用率を改善することができる。また、地上セルラー移動通信システ
ムのエリアにおける下り回線では、地上セルラー移動通信システムからの信号に比して衛
星移動通信システムからの信号の強度が極めて弱いため、衛星移動通信システムに割り当
てられている時間スロットを使用しても衛星移動通信システムからの干渉の影響を無視で
きる程度まで低減できる。
　一方、地上セルラー移動通信システムのエリアにおける上り回線では、その地上セルラ
ー移動通信システムに割り当てられている時間スロットの全部を用い、衛星移動通信シス
テムに割り当てられている時間スロットを用いない。これにより、地上セルラー移動通信
システムの上り回線の信号が衛星移動通信システムの上りの信号に干渉するのを回避する
ことができる。
　しかも、地上セルラー移動通信システムのエリアにおいて上り回線と下り回線とで切り
替えるように制御している衛星移動通信システムの無線リソースが、制御が容易な時間ス
ロットであるため、周波数を切り替えるように制御する場合に比して無線リソースの切り
替え制御が容易である。
【０００５】
　前記通信端末装置において、前記制御手段は、当該通信端末装置が前記地上セルラー移
動通信システムのエリアに在圏するときの当該通信端末装置への下り回線では、前記地上
セルラー移動通信システムに割り当てられている時間スロットの全部と前記衛星移動通信
システムに割り当てられている時間スロットの全部とを用いるように制御してもよい。
　また、前記地上セルラー基地局において、前記制御手段は、自局のエリアに在圏する通
信端末装置への下り回線では、前記地上セルラー移動通信システムに割り当てられている
時間スロットの全部と前記衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロットの全
部とを用いるように制御してもよい。
　これらの通信端末装置及び地上セルラー基地局によれば、地上セルラー移動通信システ
ムのエリアの下り回線において、衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロッ
トの全部を用いることにより、地上セルラー移動通信システムの下り回線における周波数
利用率をより高めることができる。
【０００６】
　前記通信端末装置において、前記制御手段は、前記地上セルラー移動通信システムのエ
リアにおける下り回線のトラフィック量に応じて、前記地上セルラー移動通信システムの
エリアにおける当該通信端末装置への下り回線で用いる前記衛星移動通信システムに割り
当てられている時間スロットの数を変化させるように制御してもよい。
　また、前記地上セルラー基地局において、前記制御手段は、自局のエリアにおける通信
端末装置への下り回線のトラフィック量に応じて、そのエリアにおける通信端末装置への
下り回線で用いる前記衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロットの数を変
化させるように制御してもよい。
　これらの通信端末装置及び地上セルラー基地局によれば、地上セルラー移動通信システ
ムのエリアで下り回線のトラフィック量が多いときは、そのエリアで用いる衛星移動通信
システムに割り当てられている時間スロットの数を増やすことにより、トラフィック量の
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増加に対応できるように地上セルラー移動通信システムの下り回線における周波数利用率
を高めることができる。また、地上セルラー移動通信システムのエリアで下り回線のトラ
フィック量が少ないときは、そのエリアで用いる衛星移動通信システムに割り当てられて
いる時間スロットの数を減らすことにより、地上セルラー移動通信システムの下り回線に
対する衛星移動通信システムの下り信号の影響を低減できる。
【０００７】
　本発明の更に他の態様に係る移動通信システムは、地上セルラー移動通信システムと衛
星移動通信システムとを含む移動通信システムであって、通信端末装置と無線通信可能な
地上セルラー基地局と、人工衛星の通信中継装置を介して通信端末装置と無線通信可能な
衛星基地局と、前記地上セルラー基地局及び前記衛星基地局を制御する基地局制御装置と
を備え、その地上セルラー基地局は、前記いずれかの地上セルラー基地局である。
【０００８】
　本発明によれば、地上セルラー移動通信システム及び衛星移動通信システムに共用する
ことができるとともに、無線リソースの簡易な切り替え制御により両システム間の干渉を
回避しつつ地上セルラー移動通信システムにおける下り回線の周波数利用率を改善するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の実施形態に係る通信端末装置を用いて利用可能な移動通信システムの全
体構成の一例を示す説明図。
【図２】本実施形態に係る通信端末装置の一構成例を示すブロック図。
【図３】本実施形態に係る通信端末装置における地上システム及び衛星システムの選択・
切替処理の一例を示すフローチャート。
【図４】（ａ）は、通信端末装置が下り回線の通信を行っているときの衛星システムから
地上システムへの干渉の様子を示す説明図。（ｂ）は、図４（ａ）の通信端末装置の位置
に対する地上システム及び衛星システムそれぞれからの受信電力の変化の一例を示すグラ
フ。
【図５】通信端末装置が上り回線の通信を行っているときの地上システムから衛星システ
ムへの干渉の様子を示す説明図。
【図６】本実施形態の移動通信システムにおける時間スロットの割り当て及びその割り当
てられた時間スロットの下り回線及び上り回線での使い分けの一例を示す説明図。
【図７】本実施形態の移動通信システムにおける時間スロットの割り当て及びその割り当
てられた時間スロットの下り回線及び上り回線での使い分けの他の例を示す説明図。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、図面を参照して本発明の実施形態について説明する。
　図１は、本発明の実施形態に係る通信端末装置を用いて利用可能な移動通信システム（
携帯電話システム）の全体構成の一例を示す説明図である。本実施形態の通信端末装置１
０は、地上のセルラー基地局を介した地上システム（地上セルラー移動通信システム）及
び人工静止衛星を介した衛星システム（衛星移動通信システム）を利用することができる
。
【００１１】
　なお、本実施形態において、通信端末装置１０が地上システムを利用して通信を行って
いるときの通信動作モードを「地上通信モード」といい、通信端末装置１０が衛星システ
ムを利用して通信を行っているときの通信動作モードを「衛星通信モード」という。また
、本実施形態では、衛星移動通信システムで用いられる人工衛星が静止衛星（以下「人工
静止衛星」という。）の場合について説明するが、衛星移動通信システムには、人工静止
衛星以外の非静止衛星や準天頂衛星などの人工衛星を用いてもよい。
【００１２】
　図１において、本実施形態の移動通信システムは、地上システムを介して通信端末装置
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１０と無線通信可能な基地局（以下「地上セルラー基地局」という。）２０と、衛星中継
局である人工静止衛星４０の通信中継装置４１を介して通信端末装置１０と無線通信可能
な衛星基地局３０とを備える。地上セルラー基地局２０の基地局装置２１と、衛星基地局
３０の基地局装置３１と、各基地局を制御する基地局制御装置５０はそれぞれ、専用回線
や汎用回線等からなる有線通信回線を介してコアネットワーク６０に接続されている。
【００１３】
　地上セルラー基地局２０及び人工静止衛星４０の通信中継装置４１それぞれと通信端末
装置１０との間の無線通信には、同一無線伝送方式及び同一周波数帯が使用されている。
無線伝送方式としては、例えば、ＷＣＤＭＡ（登録商標）（Wideband Code Division Mul
tiple Access）やＣＤＭＡ－２０００等の第３世代移動通信システム（３Ｇ）の通信方式
、ＬＴＥ（Long Term Evolution）やＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄの通信方式、第４世代携
帯電話の通信方式などを採用することができる。また、通信端末装置１０との間の無線通
信（サービスリンク）の周波数帯としては、例えば、ＩＭＴ（International Mobile Tel
ecommunication）－２０００で規格されたＭＳＳ帯（上り１９８０～２０１０ＭＨｚ及び
下り２１７０～２２００ＭＨｚ）における所定帯域（例えば３０ＭＨｚ）の周波数帯を割
り当てることができる。また、人工静止衛星４０の通信中継装置４１と地上の衛星基地局
３０との間の無線通信（フィーダリンク）の周波数帯としては、例えば、Ｋｕ帯（上り１
４ＧＨｚ及び下り１２ＧＨｚ）における所定帯域の周波数帯を割り当てることができる。
【００１４】
　通信端末装置１０は、携帯電話機、スマートホーン、移動通信機能を有する携帯パソコ
ン等であり、ユーザ装置（ＵＥ）、移動機、移動局装置、携帯型の通信端末とも呼ばれて
いる。通信端末装置１０は、例えば、地上セルラー基地局２０と無線通信可能なエリア（
以下「地上局エリア」という。）２００及び人工静止衛星４０の通信中継装置４１と無線
通信可能なエリア（以下「衛星局エリア」という。）４００が重複しているエリアに在圏
しているときに、地上システムと衛星システムとを利用することができる。なお、この重
複エリアでは、地上セルラー基地局２０からの信号の受信強度（受信電力）が大きいため
、通信端末装置１０は地上システムを優先的に利用する。また、通信端末装置１０は、地
上局エリア２００の圏外であって衛星局エリア４００の圏内のエリアに在圏しているとき
には、衛星システムを利用することができる。
【００１５】
　地上セルラー基地局２０は、基地局装置２１やアンテナ等を有し、所定の無線伝送方式
（変調方式）を用いて前述の所定周波数帯域内の周波数ｆ０で通信端末装置１０と通信を
行うことができる。地上セルラー基地局２０としては、例えば、通常の半径数百ｍ乃至数
ｋｍ程度の広域エリアであるマクロセルをカバーする広域のマクロ基地局や、広域のマク
ロ基地局がカバーするエリアよりも小さなエリア（例えばピコセルやフェムトセル）をカ
バーするように設けられた小型基地局などが挙げられる。マクロ基地局は、「マクロセル
基地局」、「Ｍａｃｒｏ　ｅ－Ｎｏｄｅ　Ｂ」、等と呼ばれ、小型基地局は、「スモール
セル基地局」、「マイクロセル基地局」、と呼ばれる場合もある。
【００１６】
　衛星基地局３０は、地上セルラー基地局２０の基地局装置２１と同様な基地局装置３１
、周波数変換装置３２、アンテナなどを有し、「フィーダリンク局」と呼ばれる場合もあ
る。衛星基地局３０は、地上セルラー基地局２０と同様な所定の無線伝送方式（変調方式
）を用い、周波数ｆ０を衛星通信用の周波数ｆｃに変換して人工静止衛星４０の通信中継
装置４１と通信を行うことができる。周波数変換装置３２は、基地局装置３１と人工静止
衛星４０の通信中継装置４１との間の通信を中継するときに、基地局装置３１で使用され
る周波数ｆ０と人工静止衛星４０の通信中継装置４１との通信に使用される衛星通信用の
周波数ｆｃとの間の変換を行う周波数変換手段として機能する。
【００１７】
　人工静止衛星４０の通信中継装置４１は、非再生周波数変換中継を行う周波数変換手段
を有する。この周波数変換手段は、通信端末装置１０と衛星基地局３０との通信を中継す
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るときに、通信端末装置１０との通信に使用される周波数ｆ０と衛星基地局３０との通信
に使用される衛星通信用の周波数ｆｃとの間の変換を行う。例えば、通信中継装置４１は
、衛星基地局３０から受信した信号の周波数ｆｃをｆ０に変換し、周波数ｆ０で通信端末
装置１０と通信を行うことができる。
【００１８】
　基地局制御装置５０は、通信端末装置１０と無線通信可能なエリアの少なくとも一部が
重複する共通エリアに対応する地上セルラー基地局２０及び衛星基地局３０について無線
リソース（周波数、時間スロット）の割り当てを制御することができる。すなわち、基地
局制御装置５０は、地上セルラー基地局２０で使用される無線リソースと衛星基地局３０
で使用される無線リソースとを互いに重ならないように割り当てる制御を行う。また、基
地局制御装置５０は、災害などにより地上セルラー基地局２０の一部に障害が発生した非
常時に、衛星基地局３０に割り当てる無線リソース（例えば時間スロット）を平常時より
も多くするように制御することもできる。例えば、基地局制御装置５０は、災害などによ
り地上セルラー基地局２０の一部に障害が発生した非常時に、衛星基地局３０に割り当て
る無線リソース（例えば時間スロット）の割り当て率を平常時よりも大きくするように制
御する。これらの制御は、例えば基地局制御装置５０から地上セルラー基地局２０及び衛
星基地局３０に所定の制御データを送信することにより行うことができる。ここで、衛星
基地局３０に割り当てる無線リソースの「割り当て率」とは、共通エリアにおいて地上セ
ルラー基地局２０及び衛星基地局３０の全体に割り当てる無線リソースのうち、衛星基地
局３０に割り当てる無線リソースの割合である。
【００１９】
　特に、本実施形態では、基地局制御装置５０は、地上セルラー基地局２０で使用される
無線リソースの時間スロットと衛星基地局３０で使用される無線リソースの時間スロット
とを互いに重ならないように割り当てる制御を行う。この無線リソースの時間スロットは
、所定時間長の無線通信フレームを所定数で分割した時間間隔であり、前記無線リソース
の時間的な割り当て制御の基本単位である。例えば、地上セルラー基地局２０及び衛星基
地局３０の全体に割り当てる無線リソースの無線通信フレームが８分割又は１０分割され
ている場合、その無線通信フレーム内の８個又は１０個の時間スロットについて地上セル
ラー基地局２０と衛星基地局３０とで互いに重ならないように割り当てられる。
【００２０】
　上記地上システム及び衛星システムそれぞれに割り当てられた無線リソース（時間スロ
ット）の割り当て情報は、基地局制御装置５０から地上セルラー基地局２０及び衛星基地
局３０それぞれに送られ、各基地局２０、３０の記憶装置に記憶される。この無線リソー
ス（時間スロット）の割り当て情報に基づいて、地上セルラー基地局２０及び衛星基地局
３０はそれぞれ、通信端末装置１０との間で下り回線及び上り回線の通信を行う。また、
上記無線リソース（時間スロット）の割り当て情報は、例えば、地上セルラー基地局２０
及び衛星基地局３０から通信端末装置１０に送られ、通信端末装置１０の記憶装置に記憶
される。この無線リソース（時間スロット）の割り当て情報に基づいて、通信端末装置１
０は、地上セルラー基地局２０及び衛星基地局３０それぞれとの間で下り回線及び上り回
線の通信を行う。
【００２１】
　通信端末装置１０は、例えばＣＰＵやメモリ等を有するコンピュータ装置、無線通信部
などのハードウェアを用いて構成され、所定のプログラムが実行されることにより地上セ
ルラー基地局２０及び衛星基地局３０との間の無線通信等を行うことができる。また、地
上セルラー基地局２０及び衛星基地局３０は、例えばＣＰＵやメモリ等を有するコンピュ
ータ装置、コアネットワークに対する外部通信インターフェース部、無線通信部などのハ
ードウェアを用いて構成され、所定のプログラムが実行されることにより、通信端末装置
１０との間の無線通信やコアネットワーク側との通信を行ったりすることができる。また
、基地局制御装置５０は、例えばＣＰＵやメモリ等を有するコンピュータ装置、コアネッ
トワークに対する外部通信インターフェース部を用いて構成され、所定のプログラムが実
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行されることにより、地上セルラー基地局２０及び衛星基地局３０の制御を行うことがで
きる。
【００２２】
　本実施形態の通信端末装置１０、地上セルラー基地局２０及び衛星基地局３０は、前記
無線リソースの時間スロットの割り当て制御に対応できるように所定の時間精度（例えば
１μｓ以下）で互いに時間同期されている。この時間同期は、例えば所定の時刻サーバに
アクセスしたりＧＰＳ衛星からの信号を受信したりすることにより行うことができる。
【００２３】
　図２は、本実施形態に係る通信端末装置１０の一構成例を示すブロック図である。なお
、通信端末装置１０の構成は、図２の構成に限定されるものではなく、地上システム及び
衛星システムに利用でき、地上システム及び衛星システムでの無線リソースの時間スロッ
トの割り当て制御に対応できる構成であればよい。
【００２４】
　図２において、通信端末装置１０は、地上システムにおける地上セルラー基地局２０と
の無線通信に用いる第１のアンテナ１１と、衛星システムにおける人工静止衛星４０との
無線通信に用いる第２のアンテナ１２と、アンテナ切替手段としてのアンテナ切替スイッ
チ（ＳＷ）１８１とを備える。第１のアンテナ１１は例えば地上システムの垂直偏波に対
応する線状アンテナであり、第２のアンテナ１２は衛星システムの円偏波に対応するヘリ
カルアンテナまたはパッチアンテナである。アンテナ切替スイッチ１８１は、選択された
地上システム又は衛星システムに応じて第１のアンテナ１１と第２のアンテナ１２とを切
り替える。
【００２５】
　更に、通信端末装置１０は、共用のベースバンド処理手段としてのベースバンドユニッ
ト１３と、そのベースバンドユニット１３に用いるシステムパラメータ群を記憶する記憶
手段としての記憶装置１４とを備える。ベースバンドユニット１３は、地上システム及び
衛星システムに共通に定義された複数種類のシステムパラメータそれぞれについて予め設
定された値からなるシステムパラメータ群に基づいて、下り回線の受信信号Ｒ及び上り回
線の送信信号Ｔの処理を行う。
【００２６】
　ベースバンドユニット１３は、所定の無線伝送方式（例えば３ＧＰＰのＬＴＥやＬＴＥ
－Ａｄｖａｎｃｅｄで規定されている無線伝送方式）に基づいて、所定の時間スロットの
送信データを変調することにより上り回線の送信信号を生成したり、下り回線の所定の時
間スロットの受信信号を復調してデータを取得する処理を実行する。このベースバンドユ
ニット１３における処理に、地上システムに最適化された第１のシステムパラメータ群又
は衛星システムに最適化された第２のシステムパラメータ群が用いられる。
【００２７】
　記憶装置１４は、ベースバンドユニット１３に用いるシステムパラメータ群として、地
上システムに最適化された第１のシステムパラメータ群と、衛星システムに最適化された
第２のシステムパラメータ群とを記憶する。複数種類のシステムパラメータは、例えば、
変調方式、誤り訂正符号の符号化率、再送制御時の最大再送回数、送受信データを蓄積す
る送受信バーファー量である。また、記憶装置１４は、前述の地上システム及び衛星シス
テムそれぞれに割り当てられた無線リソース（時間スロット）の割り当て情報を記憶する
。
【００２８】
　また、通信端末装置１０は、ベースバンドユニット１３に入力される受信信号Ｒ及びベ
ースバンドユニット１３から出力される送信信号Ｔそれぞれの電力を増幅する電力増幅手
段１５を備える。本構成例の電力増幅手段１５は、地上システム及び衛星システムそれぞ
れの受信信号Ｒの電力増幅に使用される共用の低雑音受信電力増幅器（以下「受信電力増
幅器」という。）１５１と、地上システムの送信信号Ｔの電力増幅に使用される第１の送
信電力増幅器１５２と、衛星システムの送信信号Ｔの電力増幅に使用される第２の送信電
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力増幅器１５３とを有している。第１の送信電力増幅器１５２は、送信電力が例えば０．
２［Ｗ］になるように地上システムの送信信号Ｔの電力を増幅する。また、第２の送信電
力増幅器１５３は、送信電力が例えば１［Ｗ］になるように衛星システムの送信信号Ｔの
電力を増幅する。
【００２９】
　図２の構成例では、第１のアンテナ１１及び第１の送信電力増幅器１５２が地上システ
ム専用の構成要素１０Ａであり、第２のアンテナ１２及び第１の送信電力増幅器１５３が
衛星システム専用の構成要素１０Ｂである。
【００３０】
　アンテナ１１，１２で受信された受信信号Ｒの経路とアンテナ１１，１２へ向かう送信
信号の経路は、ＤＵＰ（Duplexer：送受共用器）１７１によって経路を分離される。また
、第１の送信電力増幅器１５２を通過する送信信号Ｔの経路と第２の送信電力増幅器１５
３を通過する送信信号Ｔの経路は、送信経路切替スイッチ（ＳＷ）１８２，１８３で切り
替えられる。
【００３１】
　また、通信端末装置１０は、地上システム及び衛星システムのいずれかを選択する選択
手段と、選択手段で選択された地上システム又は衛星システムに応じて、記憶装置１４に
記憶されている第１のシステムパラメータ群又は第２のシステムパラメータ群をベースバ
ンドユニット１３に用いるように制御する制御手段としての制御装置１６とを備える。制
御装置１６は、例えばＣＰＵ及びＲＡＭやＲＯＭ等のメモリで構成され、所定の制御プロ
グラムを読み込んで実行することにより、上記制御手段として機能する。また、本実施形
態における制御装置１６は、後述の共通制御信号に含まれる基地局識別子や受信電力など
に基づいて地上システム及び衛星システムのいずれかを選択する選択手段としても機能す
る。
【００３２】
　なお、通信端末装置１０は、制御装置１６に接続されたタッチパネル機能を有する液晶
パネル等の表示部や操作ボタン等などの操作部を備えてもよい。この場合、地上システム
及び衛星システムのいずれかをユーザが任意に選択できるように、上記選択手段として、
表示部又は操作部を用いてもよい。
【００３３】
　図２の構成例の通信端末装置１０において、地上システムが選択された場合、第１のア
ンテナ１１で受信された地上セルラー基地局２０からの下り回線の所定の時間スロットの
受信信号Ｒは、受信電力増幅器１５１で増幅された後、ベースバンドユニット１３におい
て第１のシステムパラメータ群に基づいて元のデータを得るように処理される。また、ベ
ースバンドユニット１３において第１のシステムパラメータ群に基づいて送信対象のデー
タから生成された上り回線の所定の時間スロットの送信信号Ｔは、地上システム用の第１
の送信電力増幅器１５２で所定電力（例えば０．２［Ｗ］）に増幅された後、第１のアン
テナ１１から地上セルラー基地局２０に向けて所定の時間スロットで送信される。
【００３４】
　一方、衛星システムが選択された場合、第２のアンテナ１２で受信された人工静止衛星
４０からの下り回線の所定の時間スロットの受信信号Ｒは、受信電力増幅器１５１で増幅
された後、ベースバンドユニット１３において第２のシステムパラメータ群に基づいて元
のデータを得るように処理される。また、ベースバンドユニット１３において第２のシス
テムパラメータ群に基づいて送信対象のデータから生成された上り回線の所定の時間スロ
ットの送信信号Ｔは、衛星システム用の第２の送信電力増幅器１５３で所定の電力（例え
ば１［Ｗ］）に増幅された後、第２のアンテナ１２から人工静止衛星４０に向けて所定の
時間スロットで送信される。
【００３５】
　以上、図２の構成例の通信端末装置１０では、地上システム及び衛星システムから選択
された移動通信システムに応じて、専用のアンテナ１１，１２を用いるとともに最適化さ
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れた第１又は第２のシステムパラメータ群をベースバンドユニット１３で用いることがで
きるため、選択された移動通信システムの無線伝送環境に対応した無線通信が可能になる
。また、アンテナ１１，１２及びシステムパラメータ群の切り替えにより、地上システム
と衛星システムとを容易に切り替えることができる。しかも、システムパラメータ群に基
づいて受信信号及び送信信号の処理を行うベースバンドユニット１３を、地上システム及
び衛星システムに共用できるため、地上システム及び衛星システムそれぞれに専用のベー
スバンドユニットを備える構成に比して簡易な構成にすることができる。
【００３６】
　特に、図２の構成例の通信端末装置１０では、地上システム及び衛星システムから選択
された移動通信システムに応じて専用の送信電力増幅器１５２、１５３を用いることがで
きるため、増幅器のゲインを調整することなく、選択された移動通信システムの無線伝送
環境に対応した送信信号の電力増幅が可能になると共に、電力効率を考慮して消費電力の
少ない最適な電力増幅器を利用できる。また、地上システム及び衛星システムの両方に受
信電力増幅器１５１を共用できるため更に簡易な構成にすることができる。
【００３７】
　図３は、本実施形態に係る通信端末装置における地上システム及び衛星システムの選択
・切替処理の一例を示すフローチャートである。
　図３において、通信端末装置１０の電源がＯＮされる（Ｓ１０１）と、地上システムが
選択され（Ｓ１０２）、地上システム用のアンテナ１１及び第１のシステムパラメータ群
に切り替えられる。次に、地上システムの地上セルラー基地局２０から受信した受信信号
の電力（受信電力）が所定の第１の閾値Ｐｔｈ１より大きいか否かが判断される（Ｓ１０
３）。地上システムの受信電力が第１の閾値Ｐｔｈ１以下の場合（Ｓ１０３でＮＯ）は、
地上システムから衛星システムに切り替えられ（Ｓ１０４）、衛星システム用のアンテナ
１２及び第２のシステムパラメータ群に切り替えられる。
【００３８】
　次に、衛星システムの人工静止衛星４０から受信した受信電力が所定の第２の閾値Ｐｔ
ｈ２より大きいか否かが判断される（Ｓ１０５）。衛星システムの受信電力が第２の閾値
Ｐｔｈ２より大きい場合（Ｓ１０５でＮＯ）は、受信信号に含まれる共通制御信号内の基
地局識別子が受信され（Ｓ１０６）、その基地局識別子に基づいて当該受信信号が衛星シ
ステムの受信信号であるか否かが判断される（Ｓ１０７）。ここで、衛星システムの受信
信号であると判断された場合（Ｓ１０７でＹＥＳ）は、衛星システムでの受信が継続され
る（Ｓ１０８）。一方、衛星システムの受信信号でないと判断された場合は（Ｓ１０７で
ＮＯ）、地上システムに切り替えられる（Ｓ１０２）。
【００３９】
　また、上記ステップＳ１０３において、地上システムの受信電力が第１の閾値Ｐｔｈ１
よりも大きい場合（Ｓ１０３でＹＥＳ）は、地上システムでの受信が継続される（Ｓ１０
９）。次に、受信信号に含まれる共通制御信号内の基地局識別子が受信され（Ｓ１１０）
、その基地局識別子に基づいて当該受信信号が地上システムの受信信号であるか否かが判
断される（Ｓ１１１）。ここで、地上システムの受信信号であると判断された場合（Ｓ１
１１でＹＥＳ）は、地上システムでの受信が継続される（Ｓ１１２）。一方、地上システ
ムの受信信号でないと判断された場合は（Ｓ１１１でＮＯ）、衛星システムに切り替えら
れる（Ｓ１０４）。
【００４０】
　上記図３の地上システム及び衛星システムの選択・切替処理によれば、通常時における
無線伝送環境がより安定した地上システムを優先的に利用できるとともに、何らかの原因
により地上システムからの受信信号が弱くなった場合に衛星システムへの自動切り替えが
可能になる。
【００４１】
　なお、上記図３の地上システム及び衛星システムの選択・切替処理では、ステップＳ１
０３において、地上システムの地上セルラー基地局２０から受信した受信電力が第１の閾
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値Ｐｔｈ１より大きいか否かを判断しているが、当該受信電力が第１の閾値Ｐｔｈ１以上
か否かを判断してもよい。また、ステップＳ１０５において、衛星システムの人工静止衛
星４０から受信した受信電力が第２の閾値Ｐｔｈ１より大きいか否かを判断しているが、
当該受信電力が第２の閾値Ｐｔｈ１以上か否かを判断してもよい。
【００４２】
　本実施形態の衛星システムは、人工静止衛星４０がシングルビームアンテナ構成を有す
る場合の例である。人工静止衛星４０の通信中継装置４１が通信端末装置１０と通信可能
な衛星局エリアは、通信中継装置４１のアンテナの指向方向を示すビーム４１０に対応し
た単一のビームエリア４００になっている。なお、衛星システムは、人工静止衛星４０が
マルチビームアンテナ構成を有してもよい。この場合、人工静止衛星４０の通信中継装置
４１が移動局装置１０と通信可能な衛星局エリアは、通信中継装置４１のアンテナの互い
に異なる複数の指向方向を示すビームに対応した互いに空間的にずれた複数のビームエリ
アになる。
【００４３】
　以上説明した構成の地上システム及び衛星システムを含む移動通信システムについて本
願発明者が実験・検討を行った結果、下り回線の無線通信をする場合と上り回線の無線通
信をする場合で、地上システムと衛星システムとの間の干渉が異なることがわかった。
【００４４】
　図４（ａ）は、通信端末装置１０が下り回線の通信を行っているときの衛星システムか
ら地上システムへの干渉の様子を示す説明図であり、図４（ｂ）は、図４（ａ）の通信端
末装置１０の位置に対する地上システム及び衛星システムそれぞれからの受信電力の変化
の一例を示すグラフである。図中のＳｇｄ及びＰｓｇｄはそれぞれ地上セルラー基地局２
０から地上局エリア２００内の地上通信モードの通信端末装置１０への地上希望波及びそ
の受信電力を示し、Ｉｇｄ及びＰｉｇｄはそれぞれ地上セルラー基地局２０から衛星局エ
リア４００内の衛星通信モードの通信端末装置１０への地上干渉波及びその受信電力を示
している。また、図中のＳｓｄ及びＰｓｓｄはそれぞれ、人工静止衛星４０の通信中継装
置４１から衛星局エリア４００内の衛星通信モードの通信端末装置１０への衛星希望波及
びその受信電力を示し、Ｉｓｄ及びＰｉｓｄはそれぞれ通信中継装置４１から地上局エリ
ア２００内の地上通信モードの通信端末装置１０への衛星干渉波及びその受信電力を示し
ている。
【００４５】
　図４において、人工静止衛星４０の通信中継装置４１と通信端末装置１０との間の伝搬
損失は、地上セルラー基地局２０と通信端末装置１０との間の伝搬損失に比べて極めて大
きい（例えば５０ｄＢ以上大きい）。そのため、地上局エリア２００で人工静止衛星４０
の通信中継装置４１から受信する衛星干渉波Ｉｓの受信電力Ｐｉｓは極めて小さい。例え
ば、人工静止衛星４０の通信中継装置４１からの衛星干渉波Ｉｓの受信電力Ｐｉｓは、熱
雑音電力Ｐｎよりも若干大きい程度である。従って、地上局エリア２００における地上シ
ステムからの下り回線で、衛星システムに割り当てられた無線リソースの時間スロットを
利用しても、当該下り回線の受信品質（例えばＳＩＮＲ：希望信号電力Ｐｓｇｄ（熱雑音
電力Ｐｎ＋干渉信号電力Ｐｉｓｄ）比）が若干劣化する程度である。
【００４６】
　図５は、通信端末装置１０が上り回線の通信を行っているときの地上システムから衛星
システムへの干渉の様子を示す説明図である。図中のＳｓｕは衛星通信モードの通信端末
装置１０から人工静止衛星４０の通信中継装置４１への上り回線の衛星希望波であり、Ｉ
ｇｕは地上局エリア２００内の通信端末装置１０から人工静止衛星４０の通信中継装置４
１への上り回線の地上干渉波である。
【００４７】
　図５において、地上システムを利用して同時に通信している地上通信モードの通信端末
装置１０の数は、衛星局エリア４００内に存在する地上セルラー基地局２０の数に相当す
る。人工静止衛星４０の通信中継装置４１で受信される地上システムからの上り回線の干
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渉電力は、地上システムを同時に利用している複数の通信端末装置１０からの地上干渉波
Ｉｇｕの電力の総和にある。そのため、通信中継装置４１で受信される上り回線の干渉電
力は、衛星システムを利用している通信端末装置１０からの上り回線の衛星希望波Ｓｓｕ
の電力に比べてはるかに大きな値となり、当該上り回線の受信品質（例えばＳＩＮＲ：希
望信号電力Ｐｓｓｕ対（熱雑音電力Ｐｎ＋干渉信号電力Ｐｉｇｕ）比）が大きく劣化する
ため、衛星システムの上り回線の通信ができない。従って、上り回線では、地上システム
と衛星システムとで同じ時間スロットを使うことができない。
【００４８】
　そこで、本実施形態では、通信端末装置１０が地上システムの地上局エリア２００に在
圏するとき、通信端末装置１０への下り回線では地上システムに割り当てられている時間
スロットの全部と衛星システムに割り当てられている時間スロットの少なくとも一部とを
用い、通信端末装置１０からの上り回線では地上システムに割り当てられている時間スロ
ットの全部を用い衛星システムに割り当てられている時間スロットを用いないようにして
いる。
【００４９】
　図６は、本実施形態の移動通信システムにおける時間スロットの割り当て及びその割り
当てられた時間スロットの下り回線及び上り回線での使い分けの一例を示す説明図である
。なお、図６の例及び後述の図７の例ではそれぞれ、無線フレームを時分割して割り当て
た時間スロットの数が８個の場合について示しているが、無線フレームの分割数（１無線
フレーム当たりの時間スロットの個数）は７個以下でもよいし、９個以上であってもよい
。また、図示の例では、時間スロットＴ１～Ｔ３、Ｔ５及びＴ６を地上システムに割り当
て、その他の時間スロットＴ４、Ｔ７及びＴ８を衛星システムに割り当てているが、時間
スロットの割り当ては図示の例に限定されない。
【００５０】
　図６において、衛星システムの衛星基地局３０と通信端末装置１０との間の下り回線及
び上り回線の無線通信では、衛星システムに割り当てられている時間スロットＴ４、Ｔ７
及びＴ８を使用している。また、地上システムの通信端末装置１０から地上セルラー基地
局２０への上り回線の無線通信では、地上システムに割り当てられている時間スロットＴ
１～Ｔ３、Ｔ５及びＴ６を使用している。これに対し、地上システムの地上セルラー基地
局２０から通信端末装置１０への下り回線の無線通信では、地上システムに割り当てられ
ている時間スロットＴ１～Ｔ３、Ｔ５及びＴ６の全部と、衛星システムに割り当てられて
いる時間スロットＴ４、Ｔ７及びＴ８の一部（図示の例では時間スロットＴ７及びＴ８）
とを使用している。これにより、トラフィック量が多い地上システムの下り回線の周波数
利用率（スループット）を改善できる。
【００５１】
　なお、図６の地上システムの下り回線の無線通信において、下り回線のトラフィック量
に応じて、衛星システムに割り当てられている時間スロットの一部を使用するように制御
してもよい。例えば、下り回線のトラフィック量が少ない場合には、衛星システムに割り
当てられている時間スロットを使用しないで、地上システムに割り当てられている時間ス
ロットＴ１～Ｔ３、Ｔ５及びＴ６を使用するように制御し、下り回線のトラフィック量が
増えた場合に、衛星システムに割り当てられている時間スロットＴ４、Ｔ７及びＴ８の一
部を更に使用するように制御してもよい。
【００５２】
　以上、図６に示した地上システム利用時の時間スロットの下り回線及び上り回線での使
い分けを行うことにより、地上システムの地上局エリア２００における下り回線では、地
上システムに割り当てられている時間スロットＴ１～Ｔ３、Ｔ５及びＴ６の全部だけでな
く、衛星システムに割り当てられている時間スロットＴ４、Ｔ７及びＴ８の一部とを用い
ている。これにより、地上システムにおける下り回線の周波数利用率を改善することがで
きる。また、地上局エリア２００における下り回線では、地上システムからの信号に比し
て衛星システムからの信号の強度が極めて弱いため、衛星システムに割り当てられている
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時間スロットを使用しても衛星システムからの干渉の影響を無視できる程度まで低減でき
る。
　一方、地上局エリア２００における上り回線では、その地上システムに割り当てられて
いる時間スロットＴ１～Ｔ３、Ｔ５及びＴ６の全部を用い、衛星システムに割り当てられ
ている時間スロットＴ４、Ｔ７及びＴ８を用いない。これにより、地上システムの上り回
線の信号が衛星システムの上りの信号に干渉するのを回避することができる。
　しかも、地上局エリア２００において上り回線と下り回線とで切り替えるように制御し
ている衛星システムの無線リソースが、制御が容易な時間スロットであるため、周波数を
切り替えるように制御する場合に比して無線リソースの切り替え制御が容易である。
【００５３】
　図７は、本実施形態の移動通信システムにおける時間スロットの割り当て及びその割り
当てられた時間スロットの下り回線及び上り回線での使い分けの他の例を示す説明図であ
る。
　図７において、衛星システムの衛星基地局３０と通信端末装置１０との間の下り回線及
び上り回線の無線通信では、衛星システムに割り当てられている時間スロットＴ４、Ｔ７
及びＴ８の全部を使用している。また、地上システムの通信端末装置１０から地上セルラ
ー基地局２０への上り回線の無線通信では、地上システムに割り当てられている時間スロ
ットＴ１～Ｔ３、Ｔ５及びＴ６の全部を使用している。これに対し、地上システムの地上
セルラー基地局２０から通信端末装置１０への下り回線の無線通信では、地上システムに
割り当てられている時間スロットＴ１～Ｔ３、Ｔ５及びＴ６の全部と、衛星システムに割
り当てられている時間スロットＴ４、Ｔ７及びＴ８の全部とを使用している。これにより
、トラフィック量が多い地上システムの下り回線の周波数利用率（スループット）を改善
できる。
【００５４】
　なお、図７の地上システムの下り回線の無線通信において、下り回線のトラフィック量
に応じて、衛星システムに割り当てられている時間スロットを使用するように制御しても
よい。例えば、下り回線のトラフィック量が少ない場合には、衛星システムに割り当てら
れている時間スロットを使用しないで、地上システムに割り当てられている時間スロット
Ｔ１～Ｔ３、Ｔ５及びＴ６を使用するように制御し、下り回線のトラフィック量が増えた
場合に、衛星システムに割り当てられている時間スロットＴ４、Ｔ７及びＴ８の全部を更
に使用するように制御してもよい。
【００５５】
　以上、図７に示した時間スロットの下り回線及び上り回線での使い分けを行うことによ
り、地上システムの地上局エリア２００における下り回線では、地上システムに割り当て
られている時間スロットＴ１～Ｔ３、Ｔ５及びＴ６の全部だけでなく、衛星システムに割
り当てられている時間スロットＴ４、Ｔ７及びＴ８の全部とを用いている。これにより、
地上システムにおける下り回線の周波数利用率（スループット）を改善することができる
。
　また、図６の例と同様に、衛星システムに割り当てられている時間スロットを使用して
も衛星システムからの干渉の影響を無視できる程度まで低減できるとともに、地上システ
ムの上り回線の信号が衛星システムの上りの信号に干渉するのを回避することができ、更
に、周波数を切り替えるように制御する場合に比して無線リソースの切り替え制御が容易
である。
【００５６】
　特に図７の例では、地上システムのエリアの下り回線において、衛星システムに割り当
てられている時間スロットＴ４、Ｔ７及びＴ８の全部を用いることにより、地上システム
の下り回線における周波数利用率（スループット）をより高めることができる。
【００５７】
　以上、本実施形態によれば、通信端末装置１０を地上システム及び衛星システムに共用
することができるとともに、無線リソースの簡易な切り替え制御により両システム間の干
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渉を回避しつつ地上システムにおける下り回線の周波数利用率（スループット）を改善す
ることができる。
【００５８】
　なお、本明細書で説明された処理工程並びに移動通信システム、基地局、通信端末装置
（ユーザ端末装置、移動局）及びルータ装置の構成要素は、様々な手段によって実装する
ことができる。例えば、これらの工程及び構成要素は、ハードウェア、ファームウェア、
ソフトウェア、又は、それらの組み合わせで実装されてもよい。
【００５９】
　ハードウェア実装については、実体（例えば、各種無線通信装置、Ｎｏｄｅ Ｂ、通信
端末装置、ハードディスクドライブ装置、又は、光ディスクドライブ装置）において上記
工程及び構成要素を実現するために用いられる処理ユニット等の手段は、１つ又は複数の
、特定用途向けＩＣ（ＡＳＩＣ）、デジタルシグナルプロセッサ（ＤＳＰ）、デジタル信
号処理装置（ＤＳＰＤ）、プログラマブル・ロジック・デバイス（ＰＬＤ）、フィールド
・プログラマブル・ゲート・アレイ（ＦＰＧＡ）、プロセッサ、コントローラ、マイクロ
コントローラ、マイクロプロセッサ、電子デバイス、本明細書で説明された機能を実行す
るようにデザインされた他の電子ユニット、コンピュータ、又は、それらの組み合わせの
中に実装されてもよい。
【００６０】
　また、ファームウェア及び／又はソフトウェア実装については、上記構成要素を実現す
るために用いられる各部は、本明細書で説明された機能を実行するプログラム（例えば、
プロシージャ、関数、モジュール、インストラクション、などのコード）で実装されても
よい。一般に、ファームウェア及び／又はソフトウェアのコードを明確に具体化する任意
のコンピュータ／プロセッサ読み取り可能な媒体が、本明細書で説明された上記工程及び
構成要素を実現するために用いられる処理ユニット等の手段の実装に利用されてもよい。
例えば、ファームウェア及び／又はソフトウェアコードは、例えば制御装置や記憶装置に
おいて、メモリに記憶され、コンピュータやプロセッサにより実行されてもよい。そのメ
モリは、コンピュータやプロセッサの内部に実装されてもよいし、又は、プロセッサの外
部に実装されてもよい。また、ファームウェア及び／又はソフトウェアコードは、例えば
、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、リードオンリーメモリ（ＲＯＭ）、不揮発性ラン
ダムアクセスメモリ（ＮＶＲＡＭ）、プログラマブルリードオンリーメモリ（ＰＲＯＭ）
、電気的消去可能ＰＲＯＭ（ＥＥＰＲＯＭ）、ＦＬＡＳＨメモリ、フロッピー（登録商標
）ディスク、コンパクトディスク（ＣＤ）、デジタルバーサタイルディスク（ＤＶＤ）、
磁気又は光データ記憶装置、などのような、コンピュータやプロセッサで読み取り可能な
媒体に記憶されてもよい。そのコードは、１又は複数のコンピュータやプロセッサにより
実行されてもよく、また、コンピュータやプロセッサに、本明細書で説明された機能性の
ある態様を実行させてもよい。
【００６１】
　また、本明細書で開示された実施形態の説明は、当業者が本開示を製造又は使用するの
を可能にするために提供される。本開示に対するさまざまな修正は当業者には容易に明白
になり、本明細書で定義される一般的原理は、本開示の趣旨又は範囲から逸脱することな
く、他のバリエーションに適用可能である。それゆえ、本開示は、本明細書で説明される
例及びデザインに限定されるものではなく、本明細書で開示された原理及び新規な特徴に
合致する最も広い範囲に認められるべきである。
【符号の説明】
【００６２】
　１０　通信端末装置
　２０　地上セルラー基地局
　３０　衛星基地局
　４０　人工静止衛星
　４１　通信中継装置
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　５０　基地局制御装置
　６０　コアネットワーク
　２００　地上局エリア
　４００　衛星局エリア
　４１０　ビーム
【先行技術文献】
【特許文献】
【００６３】
【特許文献１】特開２０１４－０６４２１９号公報
【非特許文献】
【００６４】
【非特許文献１】蓑輪　正、外６名、「安心・安全のための地上／衛星統合移動通信シス
テム」、電子情報通信学会論文誌Ｂ、Ｖｏｌ．Ｊ９１－Ｂ、Ｎｏ．１２、ｐｐ．１６２９
－１６４０、２００８／１２．

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】

【手続補正書】
【提出日】平成29年1月31日(2017.1.31)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　地上セルラー移動通信システムと衛星移動通信システムとに共用される通信端末装置で
あって、
　同一周波数帯が使用される地上セルラー移動通信システム及び衛星移動通信システムに
対して時間軸上で互いに重複しないように割り当てられた無線リソースの時間スロットの
割り当て情報を記憶する記憶手段と、
　当該通信端末装置の在圏するエリアに応じて地上セルラー移動通信方式及び衛星移動通
信方式のいずれかを選択して無線通信を行う送受信手段と、
　当該通信端末装置が前記地上セルラー移動通信システムのエリアに在圏するとき、前記
無線リソースの時間スロットの割り当て情報に基づいて、当該通信端末装置への下り回線
では前記地上セルラー移動通信システムに割り当てられている時間スロットの全部と前記
衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロットの少なくとも一部とを用い、当
該通信端末装置からの上り回線では前記地上セルラー移動通信システムに割り当てられて
いる時間スロットの全部を用い前記衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロ
ットを用いないように制御する制御手段と、を備えることを特徴とする通信端末装置。
【請求項２】
　請求項１の通信端末装置において、
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　前記制御手段は、当該通信端末装置が前記地上セルラー移動通信システムのエリアに在
圏するときの当該通信端末装置への下り回線では、前記地上セルラー移動通信システムに
割り当てられている時間スロットの全部と前記衛星移動通信システムに割り当てられてい
る時間スロットの全部とを用いるように制御することを特徴とする通信端末装置。
【請求項３】
　請求項１の通信端末装置において、
　前記制御手段は、前記地上セルラー移動通信システムのエリアにおける下り回線のトラ
フィック量に応じて、前記地上セルラー移動通信システムのエリアにおける当該通信端末
装置への下り回線で用いる前記衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロット
の数を変化させるように制御することを特徴とする通信端末装置。
【請求項４】
　地上セルラー移動通信システムと衛星移動通信システムとを含む移動通信システムにお
ける通信端末装置と無線通信可能な地上セルラー基地局であって、
　同一周波数帯が使用される地上セルラー移動通信システム及び衛星移動通信システムに
対して時間軸上で互いに重複しないように割り当てられた無線リソースの時間スロットの
割り当て情報を記憶する記憶手段と、
　自局のエリアに在圏する通信端末装置と地上セルラー移動通信方式で無線通信を行う送
受信手段と、
　前記無線リソースの時間スロットの割り当て情報に基づいて、自局のエリアに在圏する
通信端末装置への下り回線では前記地上セルラー移動通信システムに割り当てられている
時間スロットの全部と前記衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロットの少
なくとも一部とを用い、自局のエリアに在圏する通信端末装置からの上り回線では前記地
上セルラー移動通信システムに割り当てられている時間スロットの全部を用い前記衛星移
動通信システムに割り当てられている時間スロットを用いないように制御する制御手段と
、を備えることを特徴とする地上セルラー基地局。
【請求項５】
　請求項４の地上セルラー基地局において、
　前記制御手段は、自局のエリアに在圏する通信端末装置への下り回線では、前記地上セ
ルラー移動通信システムに割り当てられている時間スロットの全部と前記衛星移動通信シ
ステムに割り当てられている時間スロットの全部とを用いるように制御することを特徴と
する地上セルラー基地局。
【請求項６】
　請求項４の地上セルラー基地局において、
　前記制御手段は、自局のエリアにおける通信端末装置への下り回線のトラフィック量に
応じて、そのエリアにおける通信端末装置への下り回線で用いる前記衛星移動通信システ
ムに割り当てられている時間スロットの数を変化させるように制御することを特徴とする
地上セルラー基地局。
【請求項７】
　地上セルラー移動通信システムと衛星移動通信システムとを含む移動通信システムであ
って、
　通信端末装置と無線通信可能な地上セルラー基地局と、
　人工衛星の通信中継装置を介して通信端末装置と無線通信可能な衛星基地局と、
　前記地上セルラー基地局及び前記衛星基地局を制御する基地局制御装置とを備え、
　前記地上セルラー基地局は、請求項４乃至６のいずれかの地上セルラー基地局であるこ
とを特徴とする移動通信システム。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００１
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【０００１】
　本発明は、移動通信システム並びにその移動通信システムにおける通信端末装置及び地
上セルラー基地局に関するものである。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００４】
　本発明の一態様に係る通信端末装置は、地上セルラー移動通信システムと衛星移動通信
システムとに共用される通信端末装置であって、同一周波数帯が使用される地上セルラー
移動通信システム及び衛星移動通信システムに対して時間軸上で互いに重複しないように
割り当てられた無線リソースの時間スロットの割り当て情報を記憶する記憶手段と、当該
通信端末装置の在圏するエリアに応じて地上セルラー移動通信方式及び衛星移動通信方式
のいずれかを選択して無線通信を行う送受信手段と、当該通信端末装置が前記地上セルラ
ー移動通信システムのエリアに在圏するとき、前記無線リソースの時間スロットの割り当
て情報に基づいて、当該通信端末装置への下り回線では前記地上セルラー移動通信システ
ムに割り当てられている時間スロットの全部と前記衛星移動通信システムに割り当てられ
ている時間スロットの少なくとも一部とを用い、当該通信端末装置からの上り回線では前
記地上セルラー移動通信システムに割り当てられている時間スロットの全部を用い前記衛
星移動通信システムに割り当てられている時間スロットを用いないように制御する制御手
段と、を備える。
　本発明の他の態様に係る地上セルラー基地局は、地上セルラー移動通信システムと衛星
移動通信システムとを含む移動通信システムにおける通信端末装置と無線通信可能な地上
セルラー基地局であって、同一周波数帯が使用される地上セルラー移動通信システム及び
衛星移動通信システムに対して時間軸上で互いに重複しないように割り当てられた無線リ
ソースの時間スロットの割り当て情報を記憶する記憶手段と、自局のエリアに在圏する通
信端末装置と地上セルラー移動通信方式で無線通信を行う送受信手段と、前記無線リソー
スの時間スロットの割り当て情報に基づいて、自局のエリアに在圏する通信端末装置への
下り回線では前記地上セルラー移動通信システムに割り当てられている時間スロットの全
部と前記衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロットの少なくとも一部とを
用い、自局のエリアに在圏する通信端末装置からの上り回線では前記地上セルラー移動通
信システムに割り当てられている時間スロットの全部を用い前記衛星移動通信システムに
割り当てられている時間スロットを用いないように制御する制御手段と、を備える。
　これらの通信端末装置及び地上セルラー基地局によれば、地上セルラー移動通信システ
ムのエリアにおける下り回線では、地上セルラー移動通信システムに割り当てられている
時間スロットの全部だけでなく、衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロッ
トの少なくとも一部を用いている。これにより、地上セルラー移動通信システムにおける
下り回線の周波数利用率を改善することができる。また、地上セルラー移動通信システム
のエリアにおける下り回線では、地上セルラー移動通信システムからの信号に比して衛星
移動通信システムからの信号の強度が極めて弱いため、衛星移動通信システムに割り当て
られている時間スロットを使用しても衛星移動通信システムからの干渉の影響を無視でき
る程度まで低減できる。
　一方、地上セルラー移動通信システムのエリアにおける上り回線では、その地上セルラ
ー移動通信システムに割り当てられている時間スロットの全部を用い、衛星移動通信シス
テムに割り当てられている時間スロットを用いない。これにより、地上セルラー移動通信
システムの上り回線の信号が衛星移動通信システムの上りの信号に干渉するのを回避する
ことができる。
　しかも、地上セルラー移動通信システムのエリアにおいて上り回線と下り回線とで切り
替えるように制御している衛星移動通信システムの無線リソースが、制御が容易な時間ス
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ロットであるため、周波数を切り替えるように制御する場合に比して無線リソースの切り
替え制御が容易である。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００７】
　本発明の更に他の態様に係る移動通信システムは、地上セルラー移動通信システムと衛
星移動通信システムとを含む移動通信システムであって、通信端末装置と無線通信可能な
地上セルラー基地局と、人工衛星の通信中継装置を介して通信端末装置と無線通信可能な
衛星基地局と、前記地上セルラー基地局及び前記衛星基地局を制御する基地局制御装置と
を備え、その地上セルラー基地局は、前記態様のいずれかの地上セルラー基地局である。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２１】
　通信端末装置１０は、例えばＣＰＵやメモリ等を有するコンピュータ装置、無線通信部
などのハードウェアを用いて構成され、所定のプログラムが実行されることにより地上セ
ルラー基地局２０及び衛星基地局３０との間の無線通信等を行うことができる。また、地
上セルラー基地局２０及び衛星基地局３０は、例えばＣＰＵやメモリ等を有するコンピュ
ータ装置、コアネットワーク６０に対する外部通信インターフェース部、無線通信部など
のハードウェアを用いて構成され、所定のプログラムが実行されることにより、通信端末
装置１０との間の無線通信やコアネットワーク６０側との通信を行ったりすることができ
る。また、基地局制御装置５０は、例えばＣＰＵやメモリ等を有するコンピュータ装置、
コアネットワーク６０に対する外部通信インターフェース部を用いて構成され、所定のプ
ログラムが実行されることにより、地上セルラー基地局２０及び衛星基地局３０の制御を
行うことができる。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２６】
　ベースバンドユニット１３は、所定の無線伝送方式（例えば３ＧＰＰのＬＴＥやＬＴＥ
－Ａｄｖａｎｃｅｄで規定されている無線伝送方式）に基づいて、所定の時間スロットの
送信データを変調することにより上り回線の送信信号Ｔを生成したり、下り回線の所定の
時間スロットの受信信号Ｒを復調してデータを取得する処理を実行する。このベースバン
ドユニット１３における処理に、地上システムに最適化された第１のシステムパラメータ
群又は衛星システムに最適化された第２のシステムパラメータ群が用いられる。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２７】
　記憶装置１４は、ベースバンドユニット１３に用いるシステムパラメータ群として、地
上システムに最適化された第１のシステムパラメータ群と、衛星システムに最適化された
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第２のシステムパラメータ群とを記憶する。複数種類のシステムパラメータは、例えば、
変調方式、誤り訂正符号の符号化率、再送制御時の最大再送回数、送受信データを蓄積す
る送受信バッファー量である。また、記憶装置１４は、前述の地上システム及び衛星シス
テムそれぞれに割り当てられた無線リソース（時間スロット）の割り当て情報を記憶する
。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２９】
　図２の構成例では、第１のアンテナ１１及び第１の送信電力増幅器１５２が地上システ
ム専用の構成要素１０Ａであり、第２のアンテナ１２及び第２の送信電力増幅器１５３が
衛星システム専用の構成要素１０Ｂである。
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３０】
　アンテナ１１，１２で受信された受信信号Ｒの経路とアンテナ１１，１２へ向かう送信
信号Ｔの経路は、ＤＵＰ（Duplexer：送受共用器）１７１によって経路を分離される。ま
た、第１の送信電力増幅器１５２を通過する送信信号Ｔの経路と第２の送信電力増幅器１
５３を通過する送信信号Ｔの経路は、送信経路切替スイッチ（ＳＷ）１８２，１８３で切
り替えられる。
【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３５】
　以上、図２の構成例の通信端末装置１０では、地上システム及び衛星システムから選択
された移動通信システムに応じて、専用のアンテナ１１，１２を用いるとともに最適化さ
れた第１又は第２のシステムパラメータ群をベースバンドユニット１３で用いることがで
きるため、選択された移動通信システムの無線伝送環境に対応した無線通信が可能になる
。また、アンテナ１１，１２及びシステムパラメータ群の切り替えにより、地上システム
と衛星システムとを容易に切り替えることができる。しかも、システムパラメータ群に基
づいて受信信号Ｒ及び送信信号Ｔの処理を行うベースバンドユニット１３を、地上システ
ム及び衛星システムに共用できるため、地上システム及び衛星システムそれぞれに専用の
ベースバンドユニットを備える構成に比して簡易な構成にすることができる。
【手続補正１２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３６】
　特に、図２の構成例の通信端末装置１０では、地上システム及び衛星システムから選択
された移動通信システムに応じて専用の送信電力増幅器１５２、１５３を用いることがで
きるため、増幅器のゲインを調整することなく、選択された移動通信システムの無線伝送
環境に対応した送信信号Ｔの電力増幅が可能になると共に、電力効率を考慮して消費電力
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の少ない最適な電力増幅器を利用できる。また、地上システム及び衛星システムの両方に
受信電力増幅器１５１を共用できるため更に簡易な構成にすることができる。
【手続補正１３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３８】
　次に、衛星システムの人工静止衛星４０から受信した受信電力が所定の第２の閾値Ｐｔ
ｈ２より大きいか否かが判断される（Ｓ１０５）。衛星システムの受信電力が第２の閾値
Ｐｔｈ２より大きい場合（Ｓ１０５でＹＥＳ）は、受信信号に含まれる共通制御信号内の
基地局識別子が受信され（Ｓ１０６）、その基地局識別子に基づいて当該受信信号が衛星
システムの受信信号であるか否かが判断される（Ｓ１０７）。ここで、衛星システムの受
信信号であると判断された場合（Ｓ１０７でＹＥＳ）は、衛星システムでの受信が継続さ
れる（Ｓ１０８）。一方、衛星システムの受信信号でないと判断された場合は（Ｓ１０７
でＮＯ）、地上システムに切り替えられる（Ｓ１０２）。
【手続補正１４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４１】
　なお、上記図３の地上システム及び衛星システムの選択・切替処理では、ステップＳ１
０３において、地上システムの地上セルラー基地局２０から受信した受信電力が第１の閾
値Ｐｔｈ１より大きいか否かを判断しているが、当該受信電力が第１の閾値Ｐｔｈ１以上
か否かを判断してもよい。また、ステップＳ１０５において、衛星システムの人工静止衛
星４０から受信した受信電力が第２の閾値Ｐｔｈ２より大きいか否かを判断しているが、
当該受信電力が第２の閾値Ｐｔｈ２以上か否かを判断してもよい。
【手続補正１５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４２】
　本実施形態の衛星システムは、人工静止衛星４０がシングルビームアンテナ構成を有す
る場合の例である。人工静止衛星４０の通信中継装置４１が通信端末装置１０と通信可能
な衛星局エリア４００は、通信中継装置４１のアンテナの指向方向を示すビーム４１０に
対応した単一のビームエリアになっている。なお、衛星システムは、人工静止衛星４０が
マルチビームアンテナ構成を有してもよい。この場合、人工静止衛星４０の通信中継装置
４１が通信端末装置１０と通信可能な衛星局エリア４００は、通信中継装置４１のアンテ
ナの互いに異なる複数の指向方向を示すビームに対応した互いに空間的にずれた複数のビ
ームエリアになる。
【手続補正１６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５２】
　以上、図６に示した地上システム利用時の時間スロットの下り回線及び上り回線での使
い分けを行うことにより、地上システムの地上局エリア２００における下り回線では、地
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上システムに割り当てられている時間スロットＴ１～Ｔ３、Ｔ５及びＴ６の全部だけでな
く、衛星システムに割り当てられている時間スロットＴ４、Ｔ７及びＴ８の一部を用いて
いる。これにより、地上システムにおける下り回線の周波数利用率を改善することができ
る。また、地上局エリア２００における下り回線では、地上システムからの信号に比して
衛星システムからの信号の強度が極めて弱いため、衛星システムに割り当てられている時
間スロットを使用しても衛星システムからの干渉の影響を無視できる程度まで低減できる
。
　一方、地上局エリア２００における上り回線では、その地上システムに割り当てられて
いる時間スロットＴ１～Ｔ３、Ｔ５及びＴ６の全部を用い、衛星システムに割り当てられ
ている時間スロットＴ４、Ｔ７及びＴ８を用いない。これにより、地上システムの上り回
線の信号が衛星システムの上りの信号に干渉するのを回避することができる。
　しかも、地上局エリア２００において上り回線と下り回線とで切り替えるように制御し
ている衛星システムの無線リソースが、制御が容易な時間スロットであるため、周波数を
切り替えるように制御する場合に比して無線リソースの切り替え制御が容易である。
【手続補正書】
【提出日】平成29年7月31日(2017.7.31)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　地上セルラー移動通信システムと衛星移動通信システムとに共用される通信端末装置で
あって、
　同一周波数帯が使用される地上セルラー移動通信システム及び衛星移動通信システムに
対して時間軸上で互いに重複しないように割り当てられた無線リソースの時間スロットの
割り当て情報を記憶する記憶手段と、
　当該通信端末装置の在圏するエリアに応じて地上セルラー移動通信方式及び衛星移動通
信方式のいずれかを選択して無線通信を行う送受信手段と、
　当該通信端末装置が前記地上セルラー移動通信システムのエリアに在圏するとき、前記
無線リソースの時間スロットの割り当て情報に基づいて、当該通信端末装置への下り回線
では前記同一周波数帯において前記地上セルラー移動通信システムに割り当てられている
時間スロットの全部と前記衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロットの少
なくとも一部とを用い、当該通信端末装置からの上り回線では前記同一周波数帯において
前記地上セルラー移動通信システムに割り当てられている時間スロットの全部を用い前記
衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロットを用いないように制御する制御
手段と、を備えることを特徴とする通信端末装置。
【請求項２】
　請求項１の通信端末装置において、
　前記制御手段は、当該通信端末装置が前記地上セルラー移動通信システムのエリアに在
圏するときの当該通信端末装置への下り回線では、前記地上セルラー移動通信システムに
割り当てられている時間スロットの全部と前記衛星移動通信システムに割り当てられてい
る時間スロットの全部とを用いるように制御することを特徴とする通信端末装置。
【請求項３】
　請求項１の通信端末装置において、
　前記制御手段は、前記地上セルラー移動通信システムのエリアにおける下り回線のトラ
フィック量に応じて、前記地上セルラー移動通信システムのエリアにおける当該通信端末
装置への下り回線で用いる前記衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロット
の数を変化させるように制御することを特徴とする通信端末装置。
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【請求項４】
　地上セルラー移動通信システムと衛星移動通信システムとを含む移動通信システムにお
ける通信端末装置と無線通信可能な地上セルラー基地局であって、
　同一周波数帯が使用される地上セルラー移動通信システム及び衛星移動通信システムに
対して時間軸上で互いに重複しないように割り当てられた無線リソースの時間スロットの
割り当て情報を記憶する記憶手段と、
　自局のエリアに在圏する通信端末装置と地上セルラー移動通信方式で無線通信を行う送
受信手段と、
　前記無線リソースの時間スロットの割り当て情報に基づいて、自局のエリアに在圏する
通信端末装置への下り回線では前記同一周波数帯において前記地上セルラー移動通信シス
テムに割り当てられている時間スロットの全部と前記衛星移動通信システムに割り当てら
れている時間スロットの少なくとも一部とを用い、自局のエリアに在圏する通信端末装置
からの上り回線では前記同一周波数帯において前記地上セルラー移動通信システムに割り
当てられている時間スロットの全部を用い前記衛星移動通信システムに割り当てられてい
る時間スロットを用いないように制御する制御手段と、を備えることを特徴とする地上セ
ルラー基地局。
【請求項５】
　請求項４の地上セルラー基地局において、
　前記制御手段は、自局のエリアに在圏する通信端末装置への下り回線では、前記地上セ
ルラー移動通信システムに割り当てられている時間スロットの全部と前記衛星移動通信シ
ステムに割り当てられている時間スロットの全部とを用いるように制御することを特徴と
する地上セルラー基地局。
【請求項６】
　請求項４の地上セルラー基地局において、
　前記制御手段は、自局のエリアにおける通信端末装置への下り回線のトラフィック量に
応じて、そのエリアにおける通信端末装置への下り回線で用いる前記衛星移動通信システ
ムに割り当てられている時間スロットの数を変化させるように制御することを特徴とする
地上セルラー基地局。
【請求項７】
　地上セルラー移動通信システムと衛星移動通信システムとを含む移動通信システムであ
って、
　通信端末装置と無線通信可能な地上セルラー基地局と、
　人工衛星の通信中継装置を介して通信端末装置と無線通信可能な衛星基地局と、
　前記地上セルラー基地局及び前記衛星基地局を制御する基地局制御装置とを備え、
　前記地上セルラー基地局は、請求項４乃至６のいずれかの地上セルラー基地局であるこ
とを特徴とする移動通信システム。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００４】
　本発明の一態様に係る通信端末装置は、地上セルラー移動通信システムと衛星移動通信
システムとに共用される通信端末装置であって、同一周波数帯が使用される地上セルラー
移動通信システム及び衛星移動通信システムに対して時間軸上で互いに重複しないように
割り当てられた無線リソースの時間スロットの割り当て情報を記憶する記憶手段と、当該
通信端末装置の在圏するエリアに応じて地上セルラー移動通信方式及び衛星移動通信方式
のいずれかを選択して無線通信を行う送受信手段と、当該通信端末装置が前記地上セルラ
ー移動通信システムのエリアに在圏するとき、前記無線リソースの時間スロットの割り当
て情報に基づいて、当該通信端末装置への下り回線では前記同一周波数帯において前記地
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上セルラー移動通信システムに割り当てられている時間スロットの全部と前記衛星移動通
信システムに割り当てられている時間スロットの少なくとも一部とを用い、当該通信端末
装置からの上り回線では前記同一周波数帯において前記地上セルラー移動通信システムに
割り当てられている時間スロットの全部を用い前記衛星移動通信システムに割り当てられ
ている時間スロットを用いないように制御する制御手段と、を備える。
　本発明の他の態様に係る地上セルラー基地局は、地上セルラー移動通信システムと衛星
移動通信システムとを含む移動通信システムにおける通信端末装置と無線通信可能な地上
セルラー基地局であって、同一周波数帯が使用される地上セルラー移動通信システム及び
衛星移動通信システムに対して時間軸上で互いに重複しないように割り当てられた無線リ
ソースの時間スロットの割り当て情報を記憶する記憶手段と、自局のエリアに在圏する通
信端末装置と地上セルラー移動通信方式で無線通信を行う送受信手段と、前記無線リソー
スの時間スロットの割り当て情報に基づいて、自局のエリアに在圏する通信端末装置への
下り回線では前記同一周波数帯において前記地上セルラー移動通信システムに割り当てら
れている時間スロットの全部と前記衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロ
ットの少なくとも一部とを用い、自局のエリアに在圏する通信端末装置からの上り回線で
は前記同一周波数帯において前記地上セルラー移動通信システムに割り当てられている時
間スロットの全部を用い前記衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロットを
用いないように制御する制御手段と、を備える。
　これらの通信端末装置及び地上セルラー基地局によれば、地上セルラー移動通信システ
ムのエリアにおける下り回線では、前記同一周波数帯において地上セルラー移動通信シス
テムに割り当てられている時間スロットの全部だけでなく、衛星移動通信システムに割り
当てられている時間スロットの少なくとも一部を用いている。これにより、地上セルラー
移動通信システムにおける下り回線の周波数利用率を改善することができる。また、地上
セルラー移動通信システムのエリアにおける下り回線では、地上セルラー移動通信システ
ムからの信号に比して衛星移動通信システムからの信号の強度が極めて弱いため、衛星移
動通信システムに割り当てられている時間スロットを使用しても衛星移動通信システムか
らの干渉の影響を無視できる程度まで低減できる。
　一方、地上セルラー移動通信システムのエリアにおける上り回線では、前記同一周波数
帯において、その地上セルラー移動通信システムに割り当てられている時間スロットの全
部を用い、衛星移動通信システムに割り当てられている時間スロットを用いない。これに
より、地上セルラー移動通信システムの上り回線の信号が衛星移動通信システムの上りの
信号に干渉するのを回避することができる。
　しかも、地上セルラー移動通信システムのエリアにおいて上り回線と下り回線とで切り
替えるように制御している衛星移動通信システムの無線リソースが、制御が容易な時間ス
ロットであるため、周波数を切り替えるように制御する場合に比して無線リソースの切り
替え制御が容易である。
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